




　　 1 　PSIM（Professional Skills Instruction Materials）CONSORTIUM について








　　　（ 1 ）主尋問 （Direct Examination）
　　　（ 2 ）反対尋問 （Cross Examination）
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などが実践されているが、今回、報告者が参加したセミナーも、この PSIM CONSORTIUM 及び名
古屋大学法学研究科・法科大学院の主催、琉球大学法科大学院の共催により開かれた「第16回 法実
務技能教育支援セミナー：NITA 法廷弁護研修プログラム体験セミナー」であり、平成25年 6 月30日
（日）、沖縄県市町村自治会館（ 4 階大会議室）にて、午前10時から午後 5 時まで行われた。
　開催案内には、「このセミナーでは、刑事裁判を対象として、アメリカにおける弁護士等の継続教





　 2 　The National Institute for Trial Advocacy （NITA）について
　この NITA について少し触れておいたほうが良いであろう。
　NITA の公式ホームページを開くと、その概要が次のように書かれている。
「The National Institute for Trial Advocacy （NITA）is the nation’s leading provider of legal 
advocacy skills training. A 501条（c）（ 3 ）not-for-profit organization based in Boulder, Colorado, 
NITA pioneered the legal skills learning-by-doing methodology over 40 years ago and has since 
remained the ultimate standard in continuing legal education.」
（訳）全米法廷技術研修所（NITA）は、法廷弁護技術の全国有数のプロバイダー（提供者）です。
コロラド州ボルダー市の501条（c）（ 3 ）に基づく非営利組織である NITA は、40年以上も前
から実技を通して学ぶ法的なスキル理論を開発して以来、法学教育の継続において究極の標準
を維持し続けています。
「Our goal is the same as yours — to provide the best academic training available. Our unique 
learning-by-doing methodology, combined with our exceptional classroom materials, gives law 









　以下は、報告者が傍聴した同セミナーの概要と NITA の〈learning-by-doing methodology〉の
エッセンスの一部についてまとめたものである。
第 2 　当日のセミナーの流れ（前半）
　 1 　会場正面には、パワー・ポイントを上映するための 2 枚のスクリーン（英文用、和訳用）が
並び、正面スクリーンに向かって右側に、講師席及び 3 名の通訳席が設けられ、その手前に受講者
（体験者）席、それに続いて我々が座る傍聴席が設けられていた。
　当日は、講師として Thomas J. Innes 弁護士（20年以上もの間 NITA の講師を勤め、ペンシルバ
ニア大学、ヴィラノバ大学、テンプル大学など数多くのロースクールで教鞭を執っているほか、ワ
シントン DC、テキサス州、カリフォルニア州等、各地で数多くの法廷弁護プログラムを手がけて






　 2 　まず、プログラムの導入として、「陪審を説得するストーリーの語り方」と題して、Innes 弁
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護士による講義が始められた。






持っている。 2 ．我々は、ストーリーの形で『世界』を理解する。 3 ．我々は、ストーリーに沿っ
て物事を思い出す。」だからこそ、弁護士がストーリーを語ることが重要なのだ、と説明された。そ





　　　 2  　前条第一項又は第三項の決定があつたときは、前項の起訴状の朗読は、被害者特定事項
を明らかにしない方法でこれを行うものとする。この場合においては、検察官は、被告人
に起訴状を示さなければならない。





































いう場面がある。そして、その場面とは、①主尋問 （Direct Examination）、②反対尋問 （Cross 
Examination）、③再主尋問 （Re-Direct Examination）、の各段階である。
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　　　 2  　主尋問においては、証人の供述の証明力を争うために必要な事項についても尋問するこ
とができる。













　　　 4  　誘導尋問をするについては、書面の朗読その他証人の供述に不当な影響を及ぼすおそれ
のある方法を避けるように注意しなければならない。



































　　　 2  　反対尋問は、特段の事情のない限り、主尋問終了後直ちに行わなければならない。
　　　 3  　反対尋問においては、必要があるときは、誘導尋問をすることができる。









　■ すべて Closed-End の質問（誘導尋問）をし、Open-End の質問をしない。
　■「なぜ？」は使わない。
　■ 証人に説明させない。
































　 　このような Session ののち、Innes 弁護士はスクリーンに次の質問を映し出した。
　　　　『私は何を着ているだろうか？』




ていますね？」と質問した途端、Innes 弁護士からは、「 1 つの質問につき 1 つの事実のみ！」と
いうルール違反で、イエロー・カードが示された。





　　　 2  　再主尋問については、主尋問の例による。
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第 4 　終わりに（感想）
　セミナー当日は、午前10時から午後 5 時過ぎまで、適宜休憩を挟みながらも、非常に濃密な内容
の Session が展開された。この NITA 法廷弁護研修プログラム体験セミナーは、ほぼ毎年、全国各
地で開催されており、昨年 6 月に京都産業大学で開催された際にも、報告者は傍聴者として参加し
ている。今回が 2 度目のセミナー傍聴になるが、いずれのセミナーでも、刑事弁護における尋問の
目的及びその手法が徹底的に理論化され明確に示されるとともに、その手法・理論に反するような
尋問は即座に注意される。米国のロースクール生たちは、大学の学費のほかに自費でこのような有
償のセミナーに参加し、自らの法的スキルを磨いているのである。
　報告者が弁護士登録をしたのは今から23年前であるが、当時はもちろん、このような弁護士向け
の法廷尋問技術について書かれた書物やセミナーなどはほとんどなく、ボスや先輩の弁護士たちの
法廷での尋問をとにかく見よう見まねで勉強していた時代である。当時は、我が国には「裁判員裁
判制度」はなく、尋問ももっぱら「職業裁判官」のみを意識して行っていればよかったから、それ
はそれなりに理にかなった尋問方式であったのかも知れない。
　この NITA 法廷弁護研修プログラムは、アメリカの刑事法廷における「陪審員」を十二分に意識
して開発された理論と尋問技術であるから、この理論とスキルをそのまま、我が国の刑事法廷に持
ち込んだからといって、必ずしもよい結果が出るとは限らない。しかしながら、平成21年 5 月に我
が国においても「裁判員裁判制度」が導入され、以後、刑事法廷はそれまでとは全く様相が異なる
ものとなった。もとより、刑事法廷が単なる「Performance の場」となってしまったのでは本末転
倒であるが、とはいえ、裁判員として選ばれた一般市民に対して、弁護人がどのようにして、自分
の主張する事実や量刑を受け容れさせるか、といった技術的側面もこれからは決して無視できない
状況にあることもまた事実である。
　そのような意味において、若い法科大学院生や弁護士らがこのようなプログラムに積極的に参加
し、尋問の意味と目的をしっかり理解したうえで、そのためのスキルを勉強して身につけていく必
要性は、今後ますます高まっていくものといえる。
